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●残留応力制御型厚鋼板「ヒズミレス」を橋梁向けに本格販売開始
「ヒズミレス」は、残留応力（加工後に歪みや変形などを発生さ
せる鋼板に内在する力）を制御・低減した高張力鋼板です。
同鋼板は、平成１３年に当社が業界で初めて商品化し、造船

分野で高い評価を得て、販売開始からこれまでに約３万５，０００
トンの販売実績を持つオリジナル商品ですが、より厳しい寸法管
理が要求される橋梁分野でも採用されました。
橋梁の架設現場では、ガス切断や溶接によって起こる歪みや

変形のばらつきを見越して、最終段階で修正を行なう工程が組
み込まれていました。「ヒズミレス」を採用することによって歪みや変
形が従来の鋼板の半分以下に低減することになり、橋梁架設期
間の短縮やコストダウンも期待できます。

●急成長のチタン合金製人工股関節
当社は、保有するチタン材料技術、製品開発力を活かし、今
後の高齢化社会の到来を見据え、社会貢献できる新規事業と
して、昭和６０年から医療分野の研究・開発に着手し、製品開発
５年、臨床試験５年を経て平成７年から本格的な人工股関節事
業に参入してきました。
チタン合金は、生体適合性・耐腐食性に優れていることから、
広く医療分野で利用されています。特に、その高強度の特性を
活かし、大きな力のかかる人工股関節への採用が増加していま
す。人工股関節は、高齢者に多い大腿骨頸部骨折、リウマチや

変形性股関節症などで機能が
損なわれた関節を代替する体内
埋込型人工物（インプラント）で
す。当社の人工股関節は、より
生体に優しい高強度チタン合金
の実用化と生体活性ガラスコー
トが早期に骨接合性を高めると
いう特徴が高く評価され、急成
長に結びついています。

●環境にやさしい溶接材料の生産を倍増
ソリッドワイヤは、自動車生産や鉄骨工事などで使用され、溶
接材料全体の約半分を占める品種です。その表面には、通電性
の向上とさび防止の目的で銅めっきが施されていますが、めっき
廃液処理やめっきが剥がれることによりその屑がワイヤの供給装
置内に詰まって作業が止まるという問題がありました。
この問題を解決するため当社は、独自の表面処理技術によっ
て銅めっきを不要にすることに成功しました。これにより機器稼動
率が向上（コストダウン）し、溶接時の火花・煙の大幅な低減（作
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事業競争力の強化に向けた他社との連携 トピックス 

平成14年11月 
　競争力強化のための相互提携契約を締結 
　・チタン事業の提携強化 
　　 平成15年3月に住友チタニウム株式会社の株式を住友金属工業株式会社 
　　　より取得し、持株比率を24.8％とする

    ・製品物流インフラの相互有効活用 
　 ・原料・資機材購買の提携など 
平成15年1月 
　株式の相互保有（住友金属工業株式会社に対する第三者割当増資の実施） 
　 

平成14年11月 
　競争力強化のための相互連携契約を締結 
　・鋼材加工分野での関係会社間の連携強化 
　　（株式会社関西鐵鋼センターと神鋼シャーレックス株式会社の企業統合の検討） 
　・海上輸送、中継基地等での物流子会社の連携強化 
　・原料購入における共同配船による輸送費削減 
　・新鉄源製造プロセスの活用策に関する共同研究など 
平成15年1月 
　株式の相互保有（新日本製鐵株式會社に対する第三者割当増資の実施） 

●鉄鋼事業の強化 

平成15年3月 
　当社の環境ビジネスとの統合に向け詳細検討に入ることで合意 
平成15年5月 
　当社の環境ビジネスを会社分割により事業統合することに合意 
平成15年10月 
　経営統合実施の予定。新会社名「株式会社神鋼環境ソリューション」 

●環境関連ビジネスの事業統合 
神鋼パンテツク株式会社 

 当社の連結子会社 
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●破砕機事業の統合 
 

平成14年10月 
　対等出資の合弁会社設立に向けた基本合意書の締結 
平成15年2月 
　対等出資の合弁会社設立・運営に関する合弁事業契約を締結 
平成15年4月 
　新会社「株式会社アーステクニカ」を設立 
平成15年7月 
　新会社営業開始予定 

▲
 ▲

 

川崎重工業株式会社 

平成15年5月 
　共同出資による溶接材料生産会社の設立に合意 
平成15年10月 
　新会社設立の予定。新会社名「KOBE・JFEウェルディング株式会社」 

●溶接材料生産会社の設立 ▲
 ▲

 

JFEスチール株式会社 

住友金属工業株式会社 

新日本製鐵株式會社 

（ ） 

・相互提携契約の締結 
・株式の相互保有 
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当社は、平成13年12月に鉄鋼事業の競争力強化のため新日本製鐵
株式會社との相互連携を実施することで合意しました。当期において
はこの連携をさらに強化するために、同社と相互連携契約を締結する
など他社との連携・提携を積極的に進めてまいりました。
平成14年4月から行なってきた主な連携・提携施策は次のとおりです。


